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【報告・紹介】
「グローバル・ガヴァナンスと地球的福祉」の検討
― 地球福祉研究センター第 2 回シンポジウム「グローバル・ガヴァナ
ンスと地球的福祉～グローバル・タックス、累積債務、グローバル
社会運動のゆくえ～」報告
千葉大学大学院人文社会科学研究科　特別研究員　
小松　優香
はじめに
　2006 年 10 月に新たに設立された「千葉大学地球福祉研究センター」は、
主として国際的に拡大した経済格差や不平等がもたらす「世界の貧困」（World 
Poverty）という課題に取り組み、従来の一国における福祉国家の枠組みを超
えた「地球的福祉」（Global Welfare）という新たなる概念を提起している。
　これまで、地球福祉研究センター設立記念国際シンポジウム「世界の貧困と
地球的福祉～グローバリゼーションを再考する～」を開催して以来、「持続可
能な世界論と地球的福祉」をテーマに研究セミナーを行うなど、グローバル
な視点から福祉理論についての活発な議論を繰り広げてきた。2007 年 4 月 29
日には、フィンランドからヘイッキ・パトマキ（Heikki Patomäki）氏（ヘル
シンキ大学政治学部教授）とカタリーナ・パトマキ（Katarina Patomäki）氏（グ
ローバル民主化ネットワーク研究所事務局長）をお招きし、千葉大学にて第 2
回国際シンポジウム「グローバル・ガヴァナンスと地球的福祉～グローバル・
タックス、累積債務、グローバル社会運動のゆくえ～」が開催された。
　ヘイッキ・パトマキ氏は「地球平和と福祉～歴史の教訓から学ぶ～」という
演題で基調講演を行い、続いてカタリーナ・パトマキ氏が「地球債務問題～
南北対話の次のステップ～」という演題で、「グローバル市民社会」（Global 
Civil Society）の実践について論じた。パネルディスカッションではパトマキ
ご夫妻と、小林正弥氏（千葉大学大学院人文社会科学研究科教授）、石戸光氏（千
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葉大学法経学部准教授）、ならびに上村雄彦氏（千葉大学地球福祉研究センター
准教授）の間で討論が行われた。
１．ヘイッキ・パトマキ氏講演「地球平和と福祉～歴史の教訓から学ぶ～」
　へイッキ・パトマキ氏は、「世界の平和と福祉」を考える際に、歴史から教
訓を学ぶことが大切であると指摘した。パトマキ氏によると、世界の歴史には
二つの強力なプロセスがある。一つは新自由主義の流れであり、もう一つは帝
国主義の流れ、とくにアメリカにおいて 21 世紀型の新しい潮流が見受けられ
る。これらのプロセスには、過去の歴史の「忘却」とそれへの「回顧」という
二つの要素がある。「忘却」とは、20 世紀に学んだいろいろな教訓、つまり平
和の条件やガヴァナンス、経済に対する制度化、グローバルな法律や正義が忘
れ去ることを意味する。その結果、幻想やイデオロギー的な神秘化によって自
らの立場に囚われ、グローバルな視点が欠如することになった。その克服のた
めには、まず経済的状況の把握や国際的な安全保障の共同体について、さらに
は、経済理論についての理解を深めることが重要であり、これこそが社会科学
の仕事となるのである。
　四つの歴史的な場面
　パトマキ氏は、こうした教訓を学び得た四つの歴史的な場面を指摘した。第
一は、第一次大戦前の帝国主義の時代においてであり、ホブソンやカウツキー
は古典的な帝国主義論の見地から問題を見出し、ヨーロッパで大きな戦争が起
こることを予測していた。しかし、こうした考えは一部の人達だけに限られ
たものであり、1930 年代の世界のガヴァナンスにおいて主流にはならなかっ
た。次に、これらの教訓がはっきりと理解されるようになったのは第二次大戦
後のことであり、国連やブレトン・ウッズ体制が成立し、国際通貨基金（IMF: 
International Monetary Fund）や世界銀行が創設された時である。アメリカ
のドルが金との兌換紙幣とされ、グローバルな通貨システムの中心になった。
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第三の教訓は、1960 年代後半以降であり、第二次世界大戦後の体制の矛盾か
らもたらされた。戦後体制の終焉を迎えて、1970 年代には新自由主義体制が
隆盛するようになったが、1990 年代から 21 世紀にかけて、「市民社会」が芽
生えてくることになった。最後に、これまで以上にグローバルな正義や民主主
義を強調する「グローバルな市民社会」の必要性が意識されるようになり、現
在に至っている。
　古典的帝国主義論―ホブソンとカウツキー
　パトマキ氏はこれらの四つの段階を踏まえて、まずは古典的帝国主義論から
考えていくことが重要であると主張した。この帝国主義および軍国主義こそ、
克服しなければならないものである。当時のホブソン（イギリス）、カウツキー
（ドイツ）といった人々は、それぞれの国家について政治経済における民主的
な変革の必要性を論じるとともに、グローバルな政治制度についても論じてい
た。なかでもホブソンは、民意の反映された民主主義が国際的に確固たるもの
とならなければ、階級支配を内在する帝国主義のままであると論じた。しかも
民主主義は、形だけではなく、そのガヴァナンスの中身が問題となる。ホブソ
ンの理論においては、これが一国に留まるだけでなく、「世界連邦」というグロー
バルなビジョンとして展開されていた。ホブソンが提唱した「貿易と金融にお
ける法の支配の強化」や「信用や金融・財政などの経済分野における協調行動
の新しいシステムの構築」は、実際に第二次世界大戦の終わりに実現した。帝
国主義や軍国主義が基礎とした幻想を克服するためには、「世界が一つ」になっ
ていかなければならないというのがホブソンの一つの結論である。
　ホブソンやカウツキーらのヨーロッパ的課題をグローバルな一つの総体とし
て捉えていくべきだという主張は、第一次大戦後のベルサイユ交渉に影響を与
えた。しかし、彼らの考え方が取り上げられることはなく、一部の国に有利な
正義がドイツなどの敗戦国に押し付けられ、典型的な自由貿易主義、市場経済
の考え方が支配的になっていった。彼らの考えが受け入れられることになるの
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は 1940 年代に入ってからであり、第二次世界大戦後の体制に、ホブソンの擁
護した「世界連邦」の理念が反映されることになった。
　ケインズの構想
　上記のホブソンよりも戦後体制に強い影響を与えたのは、ケインズであった。
ケインズの唱えた「国際決済同盟」（International Clearing Union）という
考え方は、多くの人々の支持を受け、「世界中央銀行」や「世界通貨」となっ
て提唱された。これによって、公平な世界の通貨制度が構想されるようになっ
た。ケインズは「最大限に一般化できる世界経済」を考えた。その際、指摘さ
れた幻想が、「合成の誤謬」というものである。すなわち、一人のアクターが
個別的合理性を追求するならば、社会全体にとっての集団的合理性は必ずしも
達成されないということである。ケインズの言う世界の通貨システムは、「一
国の黒字は他国の赤字となる。そのため、黒字である国の幻想に基づくのでは
なく、その全体としてのシステムを考えなければならない」という理念に基礎
を置くものである。
　「国際決済同盟」とは、まさにニューディールで行ったことをグローバルに
進めることであった。こうしてケインズは、特定の国の通貨を世界通貨として
使うのではなく、全体のシステムとして使われる世界通貨を考えたのである。
そのため、グローバルなシステムの中で不均衡が生じるなら、黒字国がその不
均衡の赤字の是正に努めなければならない。その関連で、パトマキ氏は、現代
になってようやくグローバル・タックス（Global Tax）という考え方が論じ
られるようになったことを指摘した。
　ケインズは、テクノクラート的なガヴァナンスを構想していた。つまり、自
由経済に規制を設けることによってこそ、19 世紀のアダム・スミスをはじめ
とする古典的リベラルな経済学者が主張していたものと同じ結果をもたらすこ
とができると考えたのである。公平な偏らない中立な考え方こそ、ケインズが
提起したものである。そこでは、特に「正義」（Justice）ということが重視さ
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れる。この「正義」とは、一つの硬直的なものとしてではなく、自由との組み
合わせをもって見出すことができる。一つの「正義」だけでは、多くの異なる
社会のモデルに応えることはできない。そのため、民主主義を構築することが
重要となってくる。この点において、ケインズのシステムは、テクノクラート
的な観点からの変更不可能な硬直的なものであった。その結果、ケインズの計
画は 1944 年以降後退していった。
　新自由主義の強化
　その後アメリカのドルが世界貿易の基軸通貨となり、「不均衡」について考
えることから黒字国や債権者を解放した。世界経済には取引のための世界通貨
を必要としたが、それに見合うものがアメリカのドル以外に無かった。そのた
め、各国が黒字に転じるために、世界はアメリカが赤字となることを必要とし
たが、正にそこに矛盾が存在したのである。アメリカの経済、すなわちドルの
力が弱まると、結果としてドル安が生じてしまうのである。このことから、戦
後体制は崩壊へ向かっていく。1971 年に、ニクソンは金とドルの兌換を止め、
1973 年に変動相場制へと移行した。こうしたアメリカの経済力の低下は、国
の管轄権を超えた「金融並びに経済空間」を新たにつくり出した。これによっ
て、一部の人たちは、国を超えた格差があることを積極的に受容し始めるよう
になり、新自由主義の世界経済がもたらされるようになった。
　1980 年代まで、新自由主義は強化されていった。ここでの市場のプロセスは、
各国経済とグローバル経済の間の格差に、資本の新たな展開を見出した結果で
ある。ここにおいて力関係の変化が生じ、民間資本である雇用主や投資家が力
を持つようになった。また、国家は変動相場制下において資本に対するコント
ロールを失い、自律的に経済を規制する機能を持てなくなってしまった。世界
金融の状況は不安定化し、危機が生じる度に強い者のみが利権を得る構図が生
まれた。そのなかで IMF は最後の貸し手となり、危機がグローバル化するこ
とを防いだ。その結果、世界の金融のセンターから離れたアジアやラテンアメ
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リカの国々では、危機が生じる度に IMF への依存を強めていった。このよう
なメカニズムの中で、新自由主義が自己強化されていったのである。そして、
冷戦の終結においては、「歴史の終焉」が唱えられた。
　新しい帝国主義としての新自由主義
　グローバルな自由主義化は、同時に脱民主化を促した。かつてホブソンが帝
国主義論で指摘したように、現在の新自由主義は 21 世紀の新しい帝国主義と
いえよう。この帝国主義の特徴は、そもそも冷戦構造におけるアメリカの外交
政策に内在していた。病理学的な学習に例えていえば、内部的な変更ができな
い状態は、将来においてより良い状況に学習できなくさせてしまうことである。
新自由主義においては、将来的な変更がないものとみなされていたのである。
　さらに、新自由主義では、それに基づいた「善」と「悪」の定義がなされている。
そこでは「善」は経済、社会全般を組織するモデルに、「悪」はこれを蔑ろに
するものに見出された。このモデルでは、意図せざるをえないような問題が生
じた場合、これに武力を持って対処することが奨励される。ワシントンの一部
の人たちは、帝国主義がそれ程悪い考え方ではないと主張している。1990 年
代後半から 21 世紀の初頭にかけて、様々な本や論文において 19 世紀後半の
帝国主義時代のあり方に戻ることが公然と論じられた。新しい帝国主義との戦
いという時代が始まったのである。では、私たちは、1940 年代より前の時代
に戻ったのかというと、そうではない。確かにいろいろな点で似てはいるが、
歴史が同じことを繰り返すことはあり得ない。
　民主主義的な対話の必要性
　パトマキ氏によると、私たちにとっての問題は、いかにして「未来への帰還」
（back to the future）を可能にするかということである。つまり、21 世紀に
おいていかに世界経済のガヴァナンスの問題を克服するかということであり、
1940 年代にケインズが導き出した教訓を踏まえて、現在のグローバル・ガヴァ
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ナンスを適用可能なものへと変えていかなければならないのである。その際、
私たちのすべきことは、ある経済理論や正義の理論が正しいと主張することで
はなく、人々の間で理想的な対話をすることである。対話のためには、それを
保障する制度的な枠組みが必要となる。私たちが認識論的に相対主義を受け入
れるのであれば、世界は民主主義的な対話へと向かうことになるであろう。な
ぜなら、この認識論的相対主義においては、何人もア・プリオリに正しいこと
を言えないことになるからである。民主主義を促すことによってオープンな対
話の可能性が開かれるならば、「何が正しいのか」「何が正義なのか」が議論さ
れるようになる。
　政治的リベラリズムや、古典的リパブリカニズムでは、そのような対話にお
いても道に迷う可能性を含んでいることが提起されている。同じことは、グロー
バルな共同体についてもいえる。一部の人たちは、権力を持っているがゆえに
自分たちの考え方を押し付けることができるかもしれない。新自由主義には、
こうした特徴が内在している。パトマキ氏は、私たちに必要なのはケインズ主
義の政治化や民主化であり、それをグローバルに実現していくことであると主
張し、このようなガヴァナンスや規制に関する考え方は、ケインズよりもより
一般的に、より普遍的に、より変更可能なものにしなければならないと論じた。
　このような民主主義的な原則は、現在のグローバル・ガヴァナンスにおける
多くの問題に適用されるべきである。今や、ケインズの発想をよりグローバル
なものへと拡げていかなければならない。グローバルな世界経済に関する 21
世紀のガヴァンナンスは、「市民」や「グローバルな市民社会」に役割を与え
るものである。アジア通貨危機以後、「世界社会フォーラム」のような運動も
生まれ、グローバルな正義の探求が始まっている（詳細は、Heikki Patomäki 
A Possible World: Democratic Transformation of Global Institutions, Zed 
Books, 2005 を参照）。
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　グローバルな民主化の戦略
　パトマキ氏によれば、グローバルな民主化の戦略には、ケインズ主義の要素
をグローバルなレベルで取り入れることが重要となる。そのためには、まず第
一に改革を求めるアクターが必要である。第二に、変革を行なう優先順位とし
て、金融改革が最優先事項となる。そこには、トービン税や通貨取引税など、
グローバルな金融資本を間接的に規制するための様々な提案がなされている。
これらの提案は、他のものより実行可能性が高いものである。同じような考え
方を持つ国々がグループとして纏まることによって、こうしたいくつかの提案
を実現することが可能になるであろう。
　但し、こうした改革のビジョンは限定的なものである。アジア通貨危機の後
に諸々の提案がなされたが、それらの案より 1940 年代にケインズが提起した
ものの方がはるかに体系的であった。トービン税も、まだ世界全体の通貨シス
テムをつくる構想までには至っていない。
　もちろん、ケインズの計画自体にも上手くいかなかった面は存在する。ケイ
ンズの提案には、そもそも理論的にも哲学的にも限界があった。そこには、集
団的学習、民主的な変化のメカニズムが欠如しているのである。そのため、私
たちはケインズが考えた以上に、「法の支配」に関する理解を深めなければな
らない。その際には、「世界議会」（Global Assembly）が射程に入ることにな
るであろう。また、多様な国際税によって、グローバルな政治経済の方向性を
示していくことも求められる。つまり、自由貿易という考え方以上に、より複
雑な多元的なビジョンが必要となってくるのである。
　以上のように、グローバル・ガヴァンナンスについて様々な点を論じてきた
が、パトマキ氏は、現状において大きな変化が起きる可能性は少ないと述べた。
つまり、現在は次に備えて私たちの理解を深めなければならない段階にあり、
過去に学んで「未来へ帰還」しなければならないのである。
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　質疑応答
　本講演に対して、コメンテーターの上村雄彦氏は、まずパトマキ氏が、グ
ローバル・ガヴァナンスの議論について、ホブソン、ケインズ、トリフィンな
ど過去の理論や歴史を振り返りながら検討し、過去の理論の現代的意義ととも
に、その限界を浮き彫りにしている点を評価した。特に、ケインズの国際決済
同盟は現在議論されている通貨取引税や地球的民主化の土台になりうる構想で
あることを指摘した。同時にパトマキ氏が、ケインズの議論が技術的、硬直的、
不変的であるとして批判し、「グローバル・ケインズ主義」においては、グロー
バル・ガヴァナンスと規制に関してより複雑な自己決定ができる仕組みに基づ
いた、より政治的、民主的、地球市民的な構想が求められるとした点について、
肯定的なコメントを行った。その上で、「世界経済を発展させるための多様な
資金とはどのようなものか」、「自由貿易に代わる、世界の貿易と投資を規制す
る多元的なシステムとは何か」、「グローバル・ガヴァナンスの理想的な形態と
はどのようなものか」の 3 点を問うた。
　パトマキ氏は、まずトービン税が成立していることを前提として、その効果
が上手く機能すればその税収は減るようになると述べた。グローバル・ガヴァ
ナンスには、多様な資金的な源が必要である。例えば、温室効果ガス税などで
ある。この税収額は、トービン税以上にはるかに大きなものとなる。次に、パ
トマキ氏は、自由貿易が自明の真理と考えられているが疑わしいと指摘した。
その上で、例えば「公正な貿易」や気候変動についての「持続可能な貿易」と
いう原則など自由貿易に代わる新しい考え方がグローバル・ガヴァナンスには
必要になると述べ、こうした多様な原則を議論し合ってアイディアを出し合う
ことが重要であるとの認識を示した。最後の質問に対しては、グローバル・ガ
ヴァナンスについて唯一絶対という理想の形態はないと答えた。これまで検討
されてきた議論にも限界がある。それらは、特定の歴史的な背景の中で生じた
ものでしかない。グローバル・ガヴァナンスのビジョンとしては、将来におい
て変更ができるようなものでなければならない。これは、グローバル・デモク
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ラシーについての課題でもある。世界議会とか地球議会というものは、必ずし
も良いものではないかもしれない。しかし、そこには、将来にわたる様々な可
能性も内在しているとの応答があった。
　その他の質問として、フロアから「一国一票といいながら超国家的な地球議
会ということは矛盾ではないか」という質問が出された。これに対してパトマ
キ氏は、グローバル・ガヴァナンスについての民主的な言説には大きく二つの
ものがあると答えた。一つは国際的な民主主義の考え方であり、どこの国も平
等に扱うというものである。もう一つは、世界の中で全ての人がグローバルな
市民として政策形成や決定過程に参加できなければならないという民主主義で
ある。それらは文脈に応じて、その原則を使い分けなければならない。例えば、
WTO の民主化という課題においては、前者の国際的な民主主義が選ばれるこ
とになるとの応答がなされた。
２．カタリー ナ・パトマキ氏の講演「地球債務問題～南北対話の次のステップ～」
　カタリーナ・パトマキ氏の講演は、債務問題の解決には南北の対話が重要で
あるとの指摘から始まった。世界の債務問題は、過去 30 年間における市民社
会の最大の問題である。ここには、国際政治や世界経済の権力関係がモザイク
のように反映されている。市民社会の運動家は、債務問題を世界経済の不公
平なものと位置づけ、早くからこれを取り上げてきた。2005 年のニューヨー
ク・タイムズ誌によると、これまでに 1 憶 6000 万人が債務問題に関わっている。
これが研究分野として取り上げられるようになったのは比較的新しく、1981
年のポーランド債務問題以後である。特に、1982 年のメキシコの債務不履行
によって注目が高まった。当初、この危機に対して国際的な金融機関は、更な
る融資を行うことで対応しようとした。つまり、借金を返せない国にさらに借
金をさせることで資金を増やし、借金を返済できるようにしようとしたのであ
る。
　この方策には大きな問題があるが、その問題について、ジョセフ・スティグ
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リッツ、ポール・クルーグマン、ジェフリー・サックスといった著名な経済学
者が次第に発言するようになった。ジョセフ・スティグリッツは、「非対称的
な情報」という概念を提起し、「モラル・ハザード」による国際金融市場にお
ける過ちを指摘した。ポール・クルーグマンは、債務国に新たな融資を行うた
めには、それに併せて債務の帳消しをも行わなければならないと論じた。ジェ
フリー・サックスは、債務の軽減によって新たなインセンティブがもたらされ
ると主張した。さらに現在では、各国の状況や債務帳消しの成功例や失敗例に
ついての詳しい分析がなされるようになっている。
　市民社会の方では、これまでに債務問題の原因が 1944 年に成立したブレト
ン・ウッズ体制にあると指摘してきた。ブレトン・ウッズ体制では、そうした
危機に対して限定的な対処法しか用意されていなかった。世界銀行と IMF が
創られた際に、一緒に国際貿易機関（ITO）の設立も議論されていた。しかし
ながら、この国際貿易機関は設立されることはなく、GATT も WTO も商品
市場で問題が起きたときに対応する機能を有していなかった。貧しい途上国に
とっては第一次産業が主要な産業であるため、一次産品問題の解決なしに、債
務問題は解消されずに悪化し続ける。こうした事態を受けて南側の市民社会が
主張しているのは、債務の即時完全帳消しである。その根拠としては、人権、
道義的な正義、さらには北側の国々が南側の国々に対して負い目を持つという
考え方に見出されている。すなわち、債務問題は、再植民地主義、新植民地主
義の現れであると主張されたのである。これに対して、先進国である北側の市
民社会では、債務問題は徐々に成果を出しつつあるとの見通しに立っている。
　「慈善」ではなく「正義」の問題
　パトマキ氏によれば、ここで問われている大きな課題は、開発援助を「慈善」
活動として捉えるか、それとも「正義」として捉えるかといった見解の相違で
ある。つまり、施しとして「帳消しにしてあげる」ということなのか、正義の
問題として「帳消しにしなければならない」ということなのか、という争いで
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ある。こうした対立は、南北の市民社会の間にある格差を浮き彫りにしてい
る。実際に「ジュビリー 2000」という途上国の債務帳消しの運動が存在したが、
2000 年に分裂してしまった。しかしながら、この問題を解決するためには市
民社会の南北間での協力が必要である。
　債務帳消しの事例
　いずれにせよ、この問題の事実を突きとめ、自分たちの知識を高めて、政治
的圧力をかけていく必要がある。ノルウェー政府は、途上国への債務帳消しを
提起した。そうなったのも、ノルウェーにある諸団体が圧力をかけたからであ
る。しかしながら、パトマキ氏によると、この運動は確かに一定の成果を挙げ
つつあるものの、まだ十分とはいえない。今日の途上国が抱えている債務は
1980 年の段階よりも何倍にも膨れ上がっている。今なお、債務問題を未然に
防ぐためのメカニズムができていないのである。
　債務帳消しの事例をみると、その動機の背景には必ず政治が絡んでいる。例
えば、1953 年にドイツの債務が半減されたのは、ナチズムが再び台頭するの
ではないかという恐れからであった。1991 年のエジプト債務帳消しは、当時
の第一次湾岸戦争でアメリカに加担したことへの恩恵としてなされた。2004
年のイラクも同様であり、イラク戦争後の新体制を支援する政治的な意図によ
るものであった。以上のことから、市民社会においては、債務問題を経済では
なく、政治問題として捉えている。しかしながら、国際金融機関や債権国の政
府は、依然としてこれを経済の用語を使って説明しようとしている。ここに、
大きな認識のギャップがある。現在の債務問題は、貸し手の責任が問われるよ
うになってきている。また、国際法の課題として考えられるようにもなってお
り、学際的な考察が行なわれている。今後の研究においては、債務帳消しを行っ
た後の体制について考えることが重要となる。
　最後にパトマキ氏は、この債務問題の解決を模索することが、南の国の正義
の問題と、「もうひとつの世界」を求める運動を架橋するものであることを指
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摘した。債務問題を考えることは、グローバルな民主主義を求める声と共鳴し
あうことなのである。
　質疑応答
　本講演を受けて、コメンテーターの石戸光氏は、専門である国際貿易論の観
点から債務問題について分析を行った上で、「債務についての法的な概念とそ
の帳消しを求める慈善活動とをどう組み合わせればよいのか」という質問を投
げかけた。これに対して、パトマキ氏は現在のところ、債務帳消しに関する法
的なメカニズムは存在していないと答えた。また、「法」と「慈善」を組み合
わせる以前の犯罪的行為が横行している現状を、事例を挙げて説明した。
３．パネルディスカッション
　パネルディスカッションは小林正弥氏の問題提起から始まった。小林氏は、
千葉大学の地球福祉研究センターが「地球的平和・地球的福祉・地球的環境」
というテーマを「地球的」という観点に着目して研究を行っている旨を説明し
た後、下記のような質問をした。ヘイッキ・パトマキ氏に対しては、「地球平
和を考える場合の経済とそれ以外の要因との関連性」や「グローバル・ケイン
ズ主義の概念」について問い、カタリーナ・パトマキ氏に対しては「グローバ
ルな正義」の内容についての質問をした。
　それに対して、ヘイッキ・パトマキ氏は、歴史を考察した上で戦争がもたら
された複雑な要因を見抜いていくことが重要であると主張した。ケインズは確
かに支配層や軍によって帝国主義がもたらされたことを指摘している。しかし、
これも一面の要素に過ぎない。政治経済は重要な要素であるにしても、それが
全てではない。様々な状況が絡んで、20 世紀の初めに各国が軍拡競争を繰り
広げるようになったのである。歴史的に考察すると、1940 年代、50 年代、60
年代のグローバル・ガヴァナンスには、何でも対応できるという「誤謬」があっ
たといえる。今後、「平和」の道を目指すためには、グローバルなレベルでの
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福祉国家を考えていく必要がある。
　続いて、「グローバル・ケインズ主義」については、下記のように答えた。
パトマキ氏がケインズ主義を持ち出す理由は、19 世紀の状況と現在の状況と
が似ている点にある。そこにおける唯一の違いは、国民国家の帝国主義ではな
く、超国家の帝国主義として北米やヨーロッパというブロックで競争している
という状況である。ここには、かつての世界大戦のような大きな危機が含まれ
ている。しかしその一方で、それを防ぐために、グローバルなレベルで学習も
行われている。社会の破局を避けるためには、現在の状況を変えていかなけれ
ばならない。グローバルなケインズ主義の特徴は、世界を「部分」ではなく「一つ」
であると考えるところにある。そこでは、グローバルな計画化をもって、これ
までとは質の異なる規制や資源の再配分がもたらされるようになり、各国にお
けるそれぞれのニーズにあわせた経済政策を立てることができるようになると
の応答がなされた。
　また、カタリーナ・パトマキ氏は、「グローバルな正義」について次のよう
に答えた。「グローバルな正義」とは、戦後のブレトン・ウッズ体制に対して
問われるようになったものである。この体制は、お金をもった一部の戦勝国が
決定したルールであり、そこに加わることができない多くの国々が取り残され
ていた。この点において、「正義」が問われるべきなのである。彼女によれば、
グローバルなレベルで見られる様々な不正義に対して、抜本的な改革が必要で
ある。もはや個々をバラバラにみるのではなく、全体を「一つ」として考えて
いかなければならない。
　次に上村氏からカタリーナ・パトマキ氏に対して、「途上国は IMF が課すコ
ンディショナリティを嫌い、IMF に対して次々と債務を返していったが、こ
れらの国々はどのようにして債務を返却することができたのか」、「IMF が弱
体化する中で、IMF の解体・改革の議論が盛んになっているが、今後 IMF は
廃止されるべきなのか、それとも改革されるべきなのか」という質問がなされた。
　カタリーナ・パトマキ氏は、初めの質問に対して、「世界社会フォーラム」
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などで予想以上に早く途上国の借金返済を行っている点が指摘されているが、
それには二つの方策が用いられている。一つは外部的な債務を内部的な債務に
変更するやり方、もう一つは中国などの新しい融資先を見つけたことである。
後者のやり方は、中国が今後どのような政策をとるのかかが不確かであり、高
いリスクを負うことになる。次の質問に対しては、まず IMF を廃止するとい
うことは現実的にはありないとした上で、新たな国際的枠組みをどのように
創っていくのかを考えるべきであると主張した。
　最後に、石戸氏から「ケインズが学んだシルヴィオ・ゲゼルが提唱した『価
値の減る通貨』についてどう思うか」という質問が出された。ヘイッキ・パト
マキ氏がこの質問に答えて、時間とともに通貨の価値が減るのは、インフレ、
あるいはその国に対する信用に問題がある場合に生じるものである。こうした
お金の価値が下がることは、お金の借り手にとって良い場合もある。この利害
をめぐって、これまで政治的な闘争がなされてきた。そして、現在の新自由主
義では、お金を貸す側に有利になるような体制になっていると述べた。
おわりに
　シンポジウム当日は、ここに記したもの以外にも多くの意見や質問がフロア
から出され、活発な議論の末、成功裡に終了した。両講演者によって、戦後の
国際システム、とくに IMF の行き詰まりが指摘され、超国家による帝国主義
とアクターの多様化に伴い、グローバルな視点に立脚した理論と政策が必要で
あることが論じられた。そのための方途としてヘイッキ・パトマキ氏からは「グ
ローバル・ケインズ主義」の新たなる概念が提唱され、カタリーナ・パトマキ
氏からは、「正義」の概念の見直しと「グローバルな民主化」の構築が強調された。
これらはいずれも、「持続可能な福祉社会」に向けて多くの示唆を与えるもの
であり、大きな意義を与えるものであった。
（こまつ・ゆか）
（2007 年 10 月 5 日受理）
